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余剰電力の吸収（貯蔵）

需要を上回った分の電気を
蓄電池に充電します。

貯蔵した電力の活用

太陽光が発電できない夜間に
蓄電池から放電します。

再エネ発電余剰分

再エネ発電量（需要内）

蓄電池放電分

発電量（再エネ以外）

需要量

夜 昼 夜

ＮＡＳ電池コンテナ
（200kW/台×252台）

世界最大級の容量を持つ蓄電システムの運用を開始しました。
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特集

　豊前蓄電池変電所の蓄電池には、252台の『ＮＡＳ電池（電極にナトリウムと硫黄を使用）』を採用しています。全体の出力は5万kWで、
一般家庭約1,000軒が1か月に使用する電気（30万kWh）をためることができる世界最大級の蓄電システムです。
　実際の運用においては、太陽光発電の発電量が増加する日中（9時頃から15時頃）に余った電気を蓄電池にためておくことで、照明の点
灯など、電気の使用量が大きくなる時間帯にその電気を有効活用できるようになります。

川内原子力発電所の運転再開によるCO２排出抑制効果
　川内原子力発電所1、2号機が2015年9月と11月にそれぞれ通常
運転に復帰したことにより、火力発電所の稼働率が低下したことか
ら、2015年度は約550万トンのCO２排出抑制につながったと試算
しています※1。2016年度は、定期検査を除き、年間を通じて川内原子
力発電所1、2号機が運転を行う予定であるため、CO２の更なる抑制
が期待できます。
　また、同じく火力発電所の稼働率の低下により、大気汚染物質であ
る硫黄酸化物（SOx）や窒素酸化物（NOx）などの排出量についても、
2014年度からSOxが約30％、NOxが約15％減少しました※2。

【参考】 エネルギーミックス達成に向けた取組み
　2015年7月、国は2030年におけるエネルギーミックスを策定し
ました。これは、国、事業者、国民が一体となり、総発電電力量の約
17％に相当する更なる省エネの徹底などを通じて、達成を目指すも
のです（右図参照）。
　当社においても、事務所はもとより、自治体等と連携した省エネ
PR活動やエコキュート等の高効率機器の普及促進に努めるととも
に、スマートメーターで計測した電力使用量の提供など、お客さまの
上手な電気の使い方につながる取組みを推進します。
　また、エネルギーミックスを踏まえて設定した、新電力を含む電気
事業者全体の目標達成に向け、再エネの積極的な開発・導入や最大限
の受入れ、原子力発電所の再稼働や安全・安定運転、火力発電の高効
率化等に取り組みます。

大容量蓄電システム需給バランス改善実証事業
　2012年7月の再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）
の開始により、太陽光を中心とした再生可能エネルギーの導入
が急速に拡大しています。当社では、電力の安定供給を前提と
して、各種再生可能エネルギーの特徴を活かしながら、バラン
スよく最大限受け入れるよう、様々な取組みを進めています。
　その取組みの一つとして、2015年4月22日に国の「大容量蓄
電システム需給バランス改善実証事業」を受託し、2016年3月
3日に豊

ぶ

前
ぜん

蓄電池変電所の運用を開始しました。同変電所で
は、太陽光発電の出力に応じて蓄電池の充放電を行い、需給バ
ランスの改善に活用するとともに、大容量蓄電システムの効率
的な運用方法の実証試験等を実施しています（実施期間：
2015年度～2016年度）。
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原子力発電の活用による温室効果ガスの削減

川内原子力発電所（鹿児島県薩摩川内市）
さつませんだい

　地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出抑制を図る上
で、発電の際にCO２を排出しない原子力発電は、非常に重要な
役割を果たすと考えています。　
　当社の川内原子力発電所1、2号機は、国の新規制基準への
合格を経て、1号機が2015年9月10日、2号機が2015年11月
17日に通常運転に復帰しました。
　また、玄海原子力発電所3、4号機についても、早期再稼働を
目指し、全社一丸となって、国の新規制基準への適合性審査に
適切かつ丁寧に対応しています。
　当社は、引き続き、安全の確保を大前提とした原子力発電の
活用を通じ、低炭素社会の実現に向けて取り組みます。

　九州では、太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの導入が急
速に進んでおり、今後もこれらを最大限有効に活用していくことが必
要です。
　一方、太陽光発電などが一度に大量に導入されると、電圧や周波数
など電気の品質に影響を与えることから、安定供給との両立を図るた
めの取組みが重要となります。
　本実証試験では、太陽光発電の出力特性やＮＡＳ電池の特性などを
考慮しながら、蓄電システムをどのように充電・放電させることが効果
的なのか、様々なデータを収集・分析しながら検討を進めています。
　今後も再生可能エネルギーを最大限活用するとともに、品質の良い
安定した電力の供給に繋がる成果が得られるよう実証試験を進めて
いきたいと思います。

電力の安定供給と再エネ有効活用の
両立に取り組んでいます。

総合研究所　系統高度化グループ

長嶋　洋
なが しま ひろし

>>私の環境アクション

再生可能エネルギーの最大限の受入れへの取組み 大容量蓄電システム需給バランス改善実証事業 原子力発電の活用による温室効果ガスの削減温室効果ガスの削減に向けた取組み

【 需給バランスの改善 】

※1：2015年度における川内原子力発電所1、2号機の発電量を火力発電で賄った場合と比較して試算。
※2：SOx、NOxの排出量については、P.27参照。

【電気事業全体の2030年度目標】
・2030年度に排出係数0.37kg-CO2/kWh（使用端）を目指す
・経済的に利用可能な最良の技術（BAT）を活用すること等によ
り、最大削減ポテンシャルとして約1,100万トン-CO2の排出
削減を見込む

川内原子力発電所の運転再開による
CO2排出抑制効果（2015年度実績ベース）

4,730万トン-CO2
4,180万トン-CO2

川内原子力発電所が
運転していなかった場合
（2015年度試算）

2015年度実績

総発電電力量
（省エネを考慮しない場合）

12,780億kWh程度

総発電電力量
（省エネを考慮した場合）

10,650億kWh程度
▲17％

エネルギーミックス
省エネ

（17％程度）

再エネ
（19～20％程度）

原子力
（18～17％程度）

LNG
（22％程度）

石炭
（22％程度）

石油（2％程度）

再エネ
（22～24％程度）

原子力
（22～20％程度）

LNG
（27％程度）

石炭
（26％程度）

石油（3％程度）

2030年度の見通し

豊前蓄電池変電所全景（福岡県豊前市（豊前発電所構内））

抑制効果：
約550万トン-CO2
約12％に相当
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